
（様式２） 

京丹後市教育振興計画（案）の概要 

 

１ 趣旨 

  教育基本法第１７条第２項において、地方公共団体は、国の教育振興計画を参酌し、

その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のための施策に関する基

本的な計画を定めるよう努めなければならないと規定されています。 

 京丹後市教育委員会では、教育基本法に基づき、平成２７年度から令和６年度の１０

年間を計画期間とする「京丹後市教育振興計画」を策定し、本市の教育を推進してきま

した。この教育振興計画の計画期間が、令和７年３月末をもって終期を迎えるため、令

和５年４月に施行されたこども基本法も踏まえ、また、一人一人のウェルビーイングの

向上を目指し、新たな教育振興計画を作成しました。 

  本計画は、教育の指針として、施策を行う上でその理念を示したものであり、今後５

年間で積極的に取り組むべき施策とその理念を体系的に明らかにしています。 

  なお、不易なものとして本計画に特筆していないものについても、従前どおり教育委

員会として取り組むこととしています。 

 

 

２ 背景 

  時代は急速に変化し、社会そのものや学校への要請が大きく変化しています。ＡＩの

飛躍的進化等により、私たちの生活もＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）が始

まっています。こうした中、これまでとは異なる「思考・発想」が求められています。 

  これまで、培ってきた本市の教育システムの良さを残しつつ、柔軟に社会の変化や多

様性、子ども自身の声に応えられるよう、地域とともに誰ひとり取り残されない教育を

進めていきます。 

 

 

３ 計画の期間 

  令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

 

 

４ 施行期日について 

  令和７年４月１日から施行します。 

 

 

 


